
アメリカにおける教育課程を
中心とした改革の動向について（Ⅵ）

一一21l什紀への架け梢－

舛二　　藤　　二　　郎

前に述べたように、1983イl、レーカン人統領∩らは事の重人件を認識してい

たのではないが、数行朝日山身で有能な連邦教育省長官ベルの発意で直屈の諮問

委昆会がまとめた『危機に立っ国家』（以卜『危機』と略す）は入団角の反響

を呼んだ。『危機』が求めた数百改市の小で、本論と直接かかわる点は次のと

ころである。「われわれの目標は、だれもがその才能を最人眼に伸ばすことで

なければならない。このR標を達成するには、一学年・生徒がその限界まで努力

するよう畑持し、これを援助しなければならない。ノ、f・校は諒中限の基準を設け

るのでなく、真にrl－い、基準を立て、親たちは子弟が才能と能力を最大限に活用

するよう助け、励ましてやらなければならない。」私はこれを最と質の二つの

同時実現といっている。公立校の場合、ハイスクールへの進学は無試験である

が、義務教育隼隈をみたせば中退者の多いのは事実であって、それをくいとめ

るために仙当な努力がなされてきた。

教育改革はすでに70年代の中頃から、地方11治体や州のレヘルで帯実に始め

られていて『危機』が触媒となって、改革は大きな運動となって展開した。時

期が熱したとみて、レーカンの後を承けた†司じ共和党のフソシュ人統領は就任

後間もなくの89年9Jl、ハ一一二／ニア州ソヤーロソトヒルの州＼丁ハーンニア大学

で、教育問題をテ【マとすることでは史卜始めての仝州知事を集めた“教育サ

ミ　ソト”を召集した。n都ワノントンでなく、その近くだといってもハーシニ

ア州を選んだのは、教育改革では州かすでに先行していた尖紙に敬意を表した

からだといわれる。この会議で、人統領府が準備した“教育の仝米ロ標”

（Nat－OnaHtducatlOn L】oals）の素案は全州知事会の／承を得て発表された。

そして90咋1JJの何例の人統硝教．聖で、プソシュは“ノ、岨Hの数百の全米目標”
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を国民の前に明らかにした。（連載V．62日）

これより前、フソシュが大統領に就任した檀後の89年春に行われたギャラノ

ブ教育世論調塵によると、回答者には全米目標という呼び方は馴じみがなく、

「l司レヘルの統一基準」を用いてその必要を問うたところ、「国レベルで統一し

た力がよい」と答えたものは24％に過さず、61％がそれに反対していた。

たが、“数百人統領と呼ばれたい”と公言していたフッシ∵ユは、全州知事会

と緊据な連班宜し、大統領府内での綿密な点検作業を経て素案に手を加えたた

けでなく、90叶7Jlには大統領と今州知事の合意にもとっいて、州知事の代表

もJJnわった“教育の全米H標委員会”（NatlOnal EdllCatlOn Goals Panel）

が発足、l耳委員会は、早速、最初の仕事にかかり、いささか性急だが全米目標

達成の進行りを淵べたところ、同9月発表の調塵報告によれは、残念ながら進

子了は遅々として進んでいないことが分かった。

迅邦政府側からの教育改革案の提小に際して、レーガン政権の場合、実質的

にl役を混じたのは、教育省長′白のベルであったのと似て、フッソユに史上初

の教育サミ　ソト開催を促したのは、サウスキャロライナー州知事時代にアメリ

カ全州のトップを切って総合的教育改革法をまとめた連邦教育省長官のアレキ

サンクーであった。レーカンは“小さな政肝’を唱えて一時連邦教育省の廃止

を公rlしていたが、それを制山したのは閣僚のヘル長官である。存続を保障さ

れた連邦教育省が、今度は逆転してその存在価価を高める契機となったのは、

異例にも数百省のイニソ7チプで91咋4月に刊行した『2000坪のアメリカーそ

の教育戦略』である。ここでいう“戦略”とは、発表ずみの数百の全米目標を

達成するためのものであって、そのうち本論で重点的に採りあけるのは、四つ

の戦略の小で最初に掲げられた教育内容の”新しい世界的基準”であり、つき

のように説明されている。

「今米教再口標委員会と連排して基準を創り出す。主要5教利に対する新し

いF什界的基準は、アメリカの青少印が今日また今後の世抑こ生活し働いていく

ために知り、またしなければならないことがらである。これらの基準は知識と

技能の両血を包合するものであり、汚少年が学校卒業後さらに学習を続けたり、

勤労者となるため用意ができるようにするためのものである」（橋爪貞雄訳）
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と。

全米教育∩焼香H会は直ちに1盟5教科（英■浩、数学、理科、歴史、地理）

ことに教育内容に関する令米英準（nat10nalstandard）を．故足させるため、

教科別に協蔵会を発足させ、　ワく検討作業に着丁させた。

フノン／ユ政樅は、89年9月の数百サミノトの開催から、9咋4月連邦教育省

剰」の『200岬のアメリカーその教育戦略』を経て（この聞に湾岸戦争がある）

92年1川の大統領選挙で敗」とするまでの短かい期間ではあったが、それまで基

本的には州†やであった教台改札運動を全州欠‖小会と北回して、全国の関心事

にまで「苛めた功精は認められねばならないだろう。

米大統領候補の教育争点

92イ17月、民主見入会でクリントンが人統餓候榊〕指名獲得、8月の共和党

入会でフソンユ現大統領が指名を受け、選挙はこの一人の対決の形となった。

突如、立候補の息恩を表明して舞台に雌り山たテキサス州の人富豪ペローは、

その知名度と維折混迷の救日日になり得るとの期待もあってか、世論調査でも

よいところまで来ていたが、形勢不利と見て、、†候補を辞退した。

辞退したペローを含めて、3人とも、教育改市にはそれなりの美綺がある。

プッシュは、かねがね“教百人統肝と呼ばれたいと言明、さっそく89年9Jj

には全州知小会との合同で“教育サミソト”■を開催、9畔1月の大統領教一書で

今川匁付会がハ意した「200叫までに達成すへき6鳩目のや米ロ偲」を発表、

さらに9川二3日、人統領の在任で『2000年のアメリカーその教育戦略』を発表、

「改世案は山尽くしている。これからは教習のルネサンスを目指して“革命”

的な教百上の転換に乗りJlけ」といい、2000印までに国家目標を実現させる四

つの戦略を上土休的に示した。

7ノノユに教育戦略を宣言させ、強く支えたのか、新たに連邦教育省長官に

伴命された前テネノ【州知事のし．アレキサンクー（共和党）。彼は、83年、

連邦教育省の『危機』発表直後、そこに盛られた改・町制l訓、は口車として先取

りして州教育総合改革法を成立させ（連戦Ⅱ、ⅢゝJ）、85～86年には令州知事
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会議長を務めた実力者。フッシュ政権は、教育改革には財界からの協力校助が

絶対必要と見て、人物のIBM・ゼロックス会長D・カーンズを教育省副長官

に任命した。連邦教育省としては最高の布陣である。

クリントン（民l二党）は、それまで12年間、南部の貧困なアーカンソー州知

事を務めている。レーカンが人統領に就任した後の時期には、経済が急激に後

退、特に南部では、教育による地域経済の活性化に力を入れようとするそう明

で進歩的な知事か㈲目した。共和党のアレキサンタ一、民」一党のクリントン、

サウス・キャロライナ州のライリー、そしてテキサブり1Hのホワイトがそうであ

る。彼らは教育知やとして有名。クリントンも83咋には州教育改中法を成立さ

せた。

ホワイト知事が84年に総合的テキサス州教育機会法を成立させる前の83年、

知事諮問の公教市に関する選山委員会が発足、委員長に州教委や州の教員組合

から全く中立で教育問題に素人のペローを任命した。ペローは私費を投入し、

自己「7㍍を派手に行い、教師の職階別給与の導入と「一定の成鶴を上げなけれ

ば課外活動をさせない」（no pass，nO play）という生徒の学力向上対策で勇

名をはせ、法案の上台を作った。

これよりさき、ケネティ、ジョンソン両大統領は、民－1三党の党是である　■■公

、1左”右脚プて　慣閑との戦い”を展開、貧困なマイノリティーの地位向上と教

再改革に「て裾の連邦予算を投入した。64隼のヘット・スタート・プロクラム

（H凶な就′芋前児のための補償教荷）は、徐々に効果を発揮し、80年代に問題

となった全般的な学力低下の傾向の中にあっても、マイノリティーの子ともの

学力は改善の方向にあった。ヘッド・スタートは今も健在で、六項目の全米目

性のトソプに浮卜、党派を超えた強い支持を得ていた。

財政縮小（“小さな政肝，）に務めたレーガノミックス（レーガン式経済）

は、州による財政努力をあてにし、他方、地方自治体も最初カリフォルニア州

で起った笥内税者の反乱”で州に助けを求めた。地域の経済活力化のための州

知事の教育改革が80年代初期に一時に開花し、見派を超えて全州知事会が知恵

を結集して、国レヘルの政策にまで尚めた。フノノユはその流れに乗っただけ

で、後は実力者の集まる連邦数百省にまかせればよかった。
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いよいよ秋の大統帥選にド小ナてのキャ／ペーンが始まる92年のはじめ、アメ

リカ岬一一の全国紙「US∧トゥテーjは、CNNとキャラソプによる世論調査

結果を発表した。

選挙での重要度の項目別順位では、対外貿易（53％）国防（43％）外交

（37％）よりも内政卜の問題が「仙こ集まり、首付は経済問題（93％）それに

次くのが教百聞題（87％）。毎作のキャラップ教育世論調査でも、アメリカ国

民は一見して川上界で最1㍍の教育システム」を首位におき「1什界で最高率の年

庶システム」「世卯で寂l笥の針か力」よりも重視している。州や自治体の財政

で教再現の■1．める率は他の項目を離して■笥い。繹析ノ」の両所竹化、福祉、社会

政策の遅滞からくる、特に都市部の荒廃（例えば、失業、麻薬、犯罪、暴力、

貧困、家庭崩壊等）への対策も、必ずとこかで教育問題との接点がある。

クリントンにいわせれば、7ソン∵ユは「十年に一度」、大統領選挙の時たけ

教育改・■rLを叫ぶだけ、クリントンは知御時代を適して、「毎日」改革案の法制

化のために身を挺して闘ってきたと胸を張る（「ニューヨ【ク・タイムス」92

年5J］151日、J）。たか『2000年のアメリカーその教百戦略』「六つの教育の今米

ロ標」とも、人統領と全州知事会との完全な共l口J作職であるだけに、大統領選

挙戦の公約で　人の違いを見いたすのは因難でクリントンには小利であった。

一一〟、フソソユは、全州知小会の合意を得た髄みを、現職として最大限に利

用できる。「USニュース・アント・ワールト・リポート」誌のヘテラン数百

糾、【うトノク記苗は、‥l■1名に槻木的な差異はないが、■■優秀性”（特に王桝斗、数

学の余日的学力の門）を■㍍める全日可的波に抑されて、公17学校教員やマイノリティ

がイ」▲力な支持となって進めてきた民1一＿兄の“公平竹”を求める動きが後退して

きているという（92イ151」22日弓）。そこでクリントンは人員の白人巾聞屑の

票を集める戦術をとり、他力、NI二八（全米数百連盟）という強力な教員粗相

の全面支持を得ている。

ブッシュは、増人する社会悪と荒廃の防止、学校の条件整備の対策には硫極

性に欠け、国民のH助努力と頼り援助を求める。彼の数台改早の最大の戦術は、

財卯や州の努力に依存しながら、“優秀性”の名のもとに教育の今米基準とそ

の蓮成を評仙する全日テストのり期実現である。他〟、民工党は連邦政策とし
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ては、既存の予算の種別のままで規模を拡大し、弱体化しつつある公立学校へ

の援助を強化せよと主張した。

フッソユは、全国的に増大し、評判のよい“マクネット・スクール”を支援

し、それを拡大するため、公立、私立を問わず、親による学校選択を認め、私

、丁への転校のさい援助金としてバウチャーを交付するという。これはレーカン

の長年の意向だった。クリント／は、公立学校間の逮択は認めても、私立の選

択に財政援助するとまでいわない。

クリントンは大紋餓指名候補を受講して、“教育尊重”を公約したが、その

項口は、実のところパンチ力を打っていない。せいぜい、現存の連邦政府の大

学奨′、半金制度を改めて“信託資金”制度を作り、希望する大学年に貸与し、

カ年の社会サーヒスに従事して返却させること、ハイスクール巾退者に対する

連邦真剣こよる職業訓練の充実ぐらいが目につく。とすれば、EducatlOn

Week（92咋4月8日号）でカプランもいうように、国民は教育問題が重要だ

というが「今回の選挙でも教育は入善な論点にならない」だろうという。

第二節　クリントン大統領再選

クリントン政経の第1期（93叫から4カ年）の前半期、クリントンは主とし

て国の経折力「百1復に努力を集中し、教育分野での山番はなかった。プンンユ前

人統領が人型の教育改革案『2000年のアメリカ【その教育戦略』を発表し、ク

リントンは全州知事会の単なる一員というよりも教育改革では州知事時代には

ヒラリー大人という強力なパートナーの力で一定の成果をあげていたので、人

統触ことって特別新しいことを加える必要もなかったのである。

クリントンの教育血での初成果は、プッンユの『2000印のアメリカーその教

育戦略』を引継き、それに少し手直しを加えて、94年3月『2000伴の首標・ア

メリカを教育する（Goals2000：Educatc AmerlCa）』を格l＿けして連邦法と

して両院を通過させ大統領として署名したことである。教育に関する連邦法と

してほ、58年の国防教育法、64年の公民権法、65年の初等中等教育法、75年の

全印書児教育法と並べうるもので、同防教育法以外は民†▲覚選出の大統領の署
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名を得ている。アメリカの教育政策の動伸こ詳しい巾畠草夫氏は「（フッシュ

からクリントノへ政僻は変わっても）クリントンが荊政健の基本梢神を引継き

ながら民工党らしい新しい装いで新法案を登場させたアメリカらしい手法に改

めて感心した」（「アメリカ教育学会紀要」第61∴1995咋6月）という。

ついでにいえば、この新しい教台はには、以前の‘一六つの教肖の全米H標，，

にこっを加えている。一つは教帥教市・教師の即珊開発、二つRは父母の教

育参加である。

ここで改めて強調しておきたいことがある。フッンユ人統領が全州知が会と

付司して教百サミソトを開いて、教背の全米廿標設定の合意を得、それを承け

たクリントンは教育に関する新しい連邦法を成慮させたが、それと運動して数

台のナショナルな基準の設定、さらにはその成果をみるための全米テストまで、

遵邦教育省の予定は入っている。だが、それ以l柏からまたはそれと平行して州

レヘルでの教育のlト標・共彗f・評価の一連の改革は70年付l噸から進められて

いたので連邦教育省は、これまでのように州に対する斎J政支援をするだけで十

分であった。新しいことでは他の州に先行することで名実ともに実績のあるカ

リフォルニア州では、教育課杵の州基準であるフレームワークをrIっていた。

いうまでもないが、アメリカの伝統と旧都こよれは、数百課程子」▲政は地方教育

委員会管梢であって、カリフォルニア州、そしてフロリダ州が先頭に立って主

導権をとるようになったのは、地教委のノバ正低下も一つの原関となっている。

もちろん、それは　椴的傾向であって、力最と見識のあるメンハーを持っ地教

委は、時代の変化と什民の要諦古根極的にうけとめて、地方規模でしかできな

いアイテアにらとついて改革と教育改汚してきた。それどころかミクロ水準で

は、”（学校を基礎とした教宙経営”（schooILbased managemenL）が活発化し

ている。毎年のギャラソプ教育世論調査の結果をみても、地方の住民は報道さ

れる全回レヘルでの教市問題となっている、学校での規拝や学ノJ低下に眉をひ

そめても、地域の′7校を文接してきた。だが80仲代に入って教育改革は州規模

に拡大し、カリフヵルこア、フロリタ州笥で州教習委員会が主導僻を取ったの

はむしろ例外で、たいていは州知事であった。11封じの人きな変化の111で、州レ

ヘルでの教削」標の基準とテストの作製と尖胞は望ましいことだが、州には荷
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が重い。プソソユが大統領として州の自治を尊重しながら国レヘルの課題にま

で格上けしたのは、アメリカの教百が国際比較で劣勢にあることがいろいろな

調企研究で明らかにされ、そのこともあって、全州の知事の協力を求める数行

サミ　ノトを開催したのである。

教育サミソトにおける教育の全米日楔の素案発表、続けて90年の大統領一般

教書の小での全米目標への言及、同7月には連邦両院の了解を得た令米R標委

員会の成立、そして91年4月には『2000年のアメリカーその教育戦略』の発表、

92年2月には“教育課程基準・テストに関する全米協議会”（NatlOnal

Councllon Educat10n Standards and Testlng）が発足した。一方、連邦政

府レヘルでのそのような協議会ができる前に、数学教師の組織である“全米数

学教師協議会”は、『危機』が発表された83年、『危機』からの挑掛こ応じるか

のように、専門職としての責任において「数学カイトライン」（今でいう“且

準のこと”）の作製に着手、他の教科に先んじて、早くも89年には数学教育カ

イトラインを公刊した。

これは“新しい数学”として知られるようになるが、本当の意味で尖は決し

て新い、とはいえない。今からおよそ30年前、いわゆる“教育内容の現代化”

時代に、他の教科団体に先んじて数学教育研究クループ（SMSG）は当時の

数学界の動きに刈止、して計算能力ではなく、数学の基本概念を習得させる問題

解決能力を重視した教育課程、今でいう基準を発表し、教育界のH一目を浴びた。

だが、同じような意図で作られた物理のPSSC、化学のCHEMSも、60～

70年代に突如起こってきた学園紛争のため、また教師の数える能力を越えてい

るとの批判によって忽ち裏返したことがある。90年代の教育内容瓜準の決定述

軌の中で生まれた新しい数学というよりも、むしろ現代化のリバイハルであり

“新・新数学”とも称されている。新・新数学基準を採用したカリフォルニア

州パル・アルト地区は名門スタンフォード大学の所在地で住民の知識水準が高

く、学校教育の動きにも敏感であり、新・新数学の採用で住民は賛否二つに割

れている。

最優先されている数学と理利では、数学はど成果を出すのは早くはないが理

科の動きも早い。87狛二は“理科教育振興のためのアメリカ連盟”（AmerlCan
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Assoclat10n rOr the＾dvancement of SclenCe）は研究．1‡『すべてのアメリ

カ人のための科学』でⅠ［囲斗の基準を発表、これが他の教科を刺激した。

92咋に発足した　■■教育課捏張準・テスト協議会”は、すでに教科別に着々と

只休的な基準内谷が公表されてきたので、いわば教科聞の調整をしているにす

きない。だがその間の－田内に詳しくない教帥や一般国民の間には基準は国家教

育課程（NatlOnalCurrlCulum）ではないかと懸念、従って連邦レヘルの脇議

会は、M家教育委出会のようなものなるのではないかと警戒の念を隠していな

い。教育面でのllゝl際競ノ戸を強く意識するあまり、フソソユ政解は、91年の湾岸

戦争勝利に酔って迅邦政肘－とりわけ、一1軍者の連邦教育省一は、その権限強化

の方向に動いているのではないかという見〟も、あながち単なる木己夏でない。

だが、仝米越準とはいっても、それはあくまで、州や自治体が百七的、自発

「畑こ、「1らの数日課程の研究閻発を行う場への参考資料であるという当事者間

の共通理研がある。

クリントンが大統矧こ既往したのは93年、その後も去基準作製は着々と進めら

れてきた。それところか、中島章夫氏の説∩川こよると「（フソシュの『2000年

のアメリカーその教市戦略』の骨剤lみを維持しながら、クリ／トン政権は『20

00作の臼杷いアメリカを教育する』という連邦法にまで格卜けした。）大きく

変えたのは民l党のクリントンらしく、州や地力が実践しようとする（“今米

基準’’を採用し、それに肉†車ナや部分修正をして実施する）諸改革プロクラム

に（辿邦が法にもとついて）きちんとブロック・クラントといわれる使い方が

l1両な財政的支援を子】▲一）たことである」という。

95年4八までに、芸術、公民、経済、英語、外国語、地理、健康、歴史、数

学、体肖、理科、祉会利の教科別協議会が麒準作製に取組み、その半数が什事

を完√、川つの協議会がエーL案つくりの段階にある。あとの残りはそこまでいっ

ていない。

教科によってできlかった張準内谷の折檻がちかうのはさけられない。目標

と基準作成の次に予定されているのは実施後の評価と、麒準強化に伴う教師養

成、教科告つくりであるが山発ノ、■、しほ州からである。日本の教師の側から見れば、

制度の良し悲しには議論の余地があるが、又邪省1導の学習指導要飢（国家基
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準）の方がはるかに簡潔で能率的である。これまで州や地方教委が行ってきた

教育課程行政は連邦の介入によって制約される。連邦主導による数百内容基準

の設定には、全州知や会の全面協力があったとはいえ、大きな転換といわなけ

ればならない。

R標によっては、例えば目標（C）（D）（参照・連載V、62頁）のように只体化

しようとして簡単ながら基準に言及したものもある。基準作製には連邦からも

助成金が出ている。教科によって遅速があったのは当然であるが、民－】淵のク

リントンが大統事かこ就什しても、作業は継承されている。というよりも、ほほ

終／別に入っており、かっての熱気はみられない。

それにしても、フッシュ人統領はわずか4年間の任期であったか、党派を超

えた全州知事会の支持を巧みにとりつけて、教育の全米目標の基準の設定とい

う人事業をうまく軌道に乗せ、期待していた】教育大統領”の実をあけたといっ

てよい。プッシュのいま一つの実績は、“学校選択”（choICe）の推進である

（日本の義務数台では原則として今でも通学する公立学校は地教委が指定）。州

知頬の発案でアメリカでは早くも85年ミネソタ州議会で否決されたが、今では

フッシュのあと押しもあって全州に普及している。

民主党としては、カーター以来久しぶりにクリントン大統領が就任した。彼

は大統領になるまで12ヶ年の長期に及んでアーカンソー州知事を勤め、その間、

夫人を任用して州教育改革を遂行した。不幸な家庭に生まれながら、知動こま

で昇りつめたのは、彼の不屈な闘志だけでなく、優秀な学歴をもったので学校

教育の重要件をl分知っている。州知事時代、その識見を買われて、プソシュ

が開いた教育サミソトでは副議長の大役を果たした。彼は民主党の指名を得て、

廿選を期すフッシュを見執こ倒したが、人統領としてのはじめの93、94年の2

年間は新しい政策をfJち出す必要もなかった。政権交代でも連邦教育省が依嘱

した全米教育口標委員会は存続し、また、教科別教育内本の全米基準を査定す

るためにできていた“全米基準と改善のための協議会，，（92年2月）を改組し

て超派で大型の“教育の全米基準と改善のための協議会”（知事8人、連邦教

育省2人、連邦議員4人、州議員4人からなる）を発足させた意気込みはよい

か、大型の会議休であるだけに運営にゆきつまり、ほとんとそれらしい仕事を
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することはなかった。

クリントン人統領の最初の業机は9∠川2月、プッシュの『2000年のアメリカー

その教習戦略』に少し千を加えて、辿JIj法として94年に成、ナさせた『2000年の

U標・アメリカを教市する』であった。法によって、基準作成その他の改革の

財政的装つけができたのはよいが、路線そのものはプソシュの考えとは変わっ

ていない。

社会的弱者といわれる什会的・経済的に恵まれない人々の保護、救済、その

ような人のための梢極的対応は、民主党の重点政策であってクリントンも継承

している。たが、イ1々、共和党は、保′、J’化の傾向を強め、南部の州では超保守

層の胎頑、95年1川のIll閃選挙で」拍＝党が大きく勝ち連邦議会の多数派に転じ

たのは、クリ／トンにとっては厳しい状況展開である。

国民大衆は、人勢として7ノンユの敷いた全米“基準M路線そのものを支持

してきたが、rともたちが間かれた（とくに都心部の公立校）学校教育の荒廃

に厳しい批判をっっけ、今も変わっていない。残念ながら“目標應準”はとう

てい2000印までに達成できないのは、確実である。そのような状況の中で、

“基準’運動に見られるようなスケールの人さと並ぶような教育改市案を打ち

出す余裕はない。1面する問題はノ■＼つの教育の全米R標の最後に掲げられた

「麻薬と暴力の追放及び安全な学校」である。かといって、アメリカの教育改

串への熱意が醒めたと見るのは大きな誤雛である。再選されたクリントンの97

年2月下の　一般卜里乱．兎では、内外の新開が大見出で報道したように、「アメリ

カで教育政市を最優先する」という。二十一世紀への射ナ橋として、大いに拝

目される。

この拙稿は、連邦レヘルの状況に関心を集Ll】したために、アメリカの国民に

身近な教宙「弼題まで□及していない。連邦レヘルでの動きを知るだけでは、不

十分でありつつ、州・地力レヘルでは、これまで想像さえできなかったほと多

彩で、椚発な改差の動きがある。公＼上学校の選択、公、ナ学校の民営化は一例に

過さない。
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注　主として参考とした文献は定期1TJ才」の専門誌KAPPAN　と専門週刊誌

EducatlOn Weekである。

後記　本稿は主テーマに従って連載してきたものの最終lH1である。94年2月の

（Ⅰ）から本稿（Ⅵ）までに3年経過している。（Ⅰ）から（Ⅵ）まで、論文構

成は必ずしも一員していないし、最終の（Vl）は、詳しくプ1く余裕がなかった。

本学を退職するまでに、ま引弦を終えて、はっとしている。論文のための研究資

料のほとんとは本学の助成金で胴入し、また大学の助成によって96年ハワイ州

立大′7：に2過問近く滞在したが、その成果は直接には本稿に反映されていない。

本学に努めてわずか4年であるが、この間、公私とも大変徹1日‘話になったこと

に深く感謝したい。

州立ハワイ大学マノア校付属小学校

州立ハワイ大学マノア校付属ハイスクール
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